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１．問題の所在

経済特区（Special Economic Zones: 
SEZs）は、特定区域内に優遇措置を用
意することで国内外の企業を誘致し、国
や地域の経済発展に寄与することを意図
した経済政策として利用されている。特
区内の企業は、税負担の軽減、許認可
等の規制緩和、行政手続きの一本化・簡
素化、土地・インフラの整備・提供など、区
域外では受けられない優遇措置を受ける
権利が与えられる（FIAS, 2008; Zeng, 
2016, etc.）。2019年現在、このような特
区制度は世界140カ国以上・5000カ所以
上で採用され、近年その数は急増している

（UNCTAD, 2019）1。
東欧の旧社会主義諸国では、企業の

設立、投資の配分、生産力の配置は計
画体制の下で集権的に実施された。その
ため、国内外の民間企業の誘致やその
活動の活性化を志向する特区制度はほと
んど利用されていなかった。これらの国々
で特区制度が活用されるようになったの
は、社会主義体制が崩壊し、市場経済
化や国際経済への統合を進めていくプロ
セスの中においてであった。開発途上国
は、先進技術や資金の不足、国際資本市
場へのアクセスの問題などを解決するた
めに、また産業クラスターの形成や産業の
集積を進めていくために、特区制度を用い

て、特に外資・多国籍企業を誘致しようとし
た（Zeng, 2016）。同様の問題を共有する
移行諸国では、市場経済の経営知識・経
験の習得・蓄積や市場経済化を促進する
媒体としても特区制度の役割に大きな期
待が寄せられた（UNCTAD, 2019）。

ロシアにおいても、最初の特区が設立さ
れたのは、1990年代初頭の市場移行初
期のことであった2。特区は、投資誘致型
の地域開発ツールとして、地域経済に「イ
ノベーションの普及」「スピルオーバー」を
もたらす「成長のポイント」（tochki rosta）と
なることが期待された（Shvetsov, 2016）。
しかし、この時期に設立された特区のほと
んどが失敗に終わった。結果的に、特区は
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域外にプラスの効果をもたらすことなく、資
源、資金、労働力を吸い込むだけの「ブ
ラックホール」（chernye dyry）（ibid.）に
なったと言える。この失敗の背景には、財
政資金の不足、不十分な優遇措置、制
度の不安定性、中央・地方間の不明瞭な
権限区分、地方政府間の予算獲得競争
といった問題があり、このような状況が制
度の長期的な維持可能性についての投
資家の懸念につながった。当時の特区政
策は、連邦財政収入の減少、汚職の蔓
延、脱税や特区のオフショア化などの負の
帰結をももたらすことになった（Zheriborov 
and Knyazeva, 2019）。

このような失敗にも関わらず、ロシアでは
その後も特区の新設と廃止が繰り返され
ている。2005年には、集中投資による産
業の多角化・高度化や地域経済の問題
を解決する政策ツールとして、「特別経済
区」（Osobye ekonomicheskie zony, 以下
OEZ）が新たに法制化された3。2008年の
世界金融危機によりロシア経済の成長が
鈍化すると、特区制度はその対応策とし
て一層強力に活用されるようになった。し
かし、OEZもまた期待した成果が上がら
ず、2016年に36カ所中11カ所が閉鎖され
た。このような動きと並行して、辺境地域
や不況地域を対象とする「領域的発展区
域」（Zony territorial’nogo razvitia, 以下
ZTR、2011年）というもう1つの特区制度も
法制化され、20連邦構成主体で設立が
承認された。しかし、ZTRもまた不首尾に
終わった。

2010年代中盤までの特区政策に関し
ても、90年代と同様に、法制度の不安定
性、インフラ整備・投資の遅延4や度重なる
修正・変更、財政執行の不十分さ、特区
設立に向けた巨額資金に絡む汚職などの
問題が指摘されている（Shvetsov, 2016; 
Konovalova and Savel’eva, 2018）。
Kuznetsov and Kuznetsova（2019）は、
企業数、雇用、投資、税収といった成果
指標で見ると、OEZ は全体的に出来が

た（不採算性の問題はあるが2025年まで
延長）6。その後、沿海地方に観光娯楽
経済区「ルースキー島」やウラジオストク
の工業特別経済区、ハバロフスク地方に

「ソヴィエツカヤ・ガワニ自由港」といった
OEZが設置されたが、具体的な投資案件
がなかったため、規定に従って閉鎖された

（Osipov, 2018）。さらに、アムール州とカ
ムチャツカ地方においても、ZTR の設立が
構想されたが、実現を見ることはなかった。

近年に設立された極東の「新型」特区
は、以上のような度重なる失敗（とわずか
な成功事例）を経て、新たに導入された制
度である。2014年末に「先行（社会経済）
発展区」（Territoriia sotsial’no-ekonom-

icheskogo operezhaiushchego razvitia, 以
下 TOR）が、2015年末に「ウラジオスト
ク自由港」（Sbovodnyi port Vladivostok, 
以下 SPV）という新しい特区制度が、極
東地域を対象に導入された。これらの新
型特区は、東方シフト政策を展開し、アジ
ア太平洋地域へのゲートウェイとしての極
東地域の開発を重視するプーチン政権に
よって主導されたものである。TOR は、さ
らに「単一産業部門の都市」（モノゴーラ
ド）や「閉鎖都市」（ZATO）といった停
滞する地方都市の開発のためにも拡大適
用されることになった。直近では、極東連
邦管区に編入されたブリヤート共和国とザ
バイカル地方において、また北極圏の開発
を促進するためにムルマンスク市において
新しい TOR が設立された。

プーチン大統領の肝入りの政策であり、
連邦財政の支援を受けたこの極東地域
開発政策を期待する住民の声は大きいだ
ろう。しかし、同時に、その有効性への小
さくない懸念も当然生じている。このことは
特に極東地域の地理的な特性に関係し
ている。極東は、豊富な天然資源とアジア
太平洋地域への近接性という地理的な優
位性を持っている。しかし、この優位性が
地域経済の発展に大きく貢献することはな
かった。その反対に、中央からの遠隔性

悪いと評価し、特に特区内における民間
投資の相対的な少なさ（財政資金による
投資を下回ること）や企業の稼働率の低
さ（2018年時点で稼働開始している企業
はわずか42％）を批判した。彼らは、長
期的に活動する企業が極めて少ないため、
特区による地域経済への貢献はあるとして
も大きいものではない、地域経済成長を促
す最有力要因ではありえない、と評価した。
Osipov（2018）もまた、特区政策が不首
尾である要因として、より多くの資金と投資
家を誘致できる2000年代の高成長期とい
う好機を逃し、不安定な法制や不明瞭な
権益の区分の下で、企業や投資家は中
長期的な活動を予測できず、短期的な利
益を追求することになった、と指摘している。

特区制度に対する批判の声は行政機
関からも上がっている。ロシア連邦会計検
査院は、特区の企業数は増えているが、そ
こからのプラスの作用がほとんどない、経
済効果がないにも関わらず国家予算を無
駄に使っている、雇用創出コストが大きい、
GDP への貢献度が小さい、特区はロシ
ア経済を支える有効なツールになっていな
い、と厳しく批判している（Osipov, 2018 ; 
Popov, 2019 ; Schetnaia palata, 2020）5。
2010年代に入り、経済成長が鈍化し、財
政状況が悪化するにつれ、特区の有効性
への批判はさらに強まり、非効率な OEZ
の解体に至った。

極東地域における特区政策もまた、上
で概観したロシアの特区政策史の文脈に
位置づけられる。ソ連末期の1990年初頭
に設立された「ナホトカ」「EVA（ユダヤ
自治州）」「サハリン」といった「自由経済
区」（Svobodnaia ekonomicheskaia zona）
は、ロシアにおける特区設立の最初期の
試みに含まれる。しかし、財政資金の不
足、法律上の混乱、近視眼的な政策と
いった問題ゆえに成果が生まれず、1998
年の経済金融危機ののちに、廃止に至っ
た。1999年には2014年末を期限としてマ
ガダン市において特別経済区が設立され

3 過去15年間におけるOEZ の実績については、経済発展省ウェブサイト（2020年7月22日）を参照： Za 15 let Osobye ekonomicheskie zony privlekli bolee 455 mlrd 
investitsii: https://economy.gov.ru/material/news/za_15_let_osobye_ekonomicheskie_zony_privlekli_bolee_445_mlrd_investiciy.html。
4 インフラ整備のために連邦財政から配分された資金をすぐに支出せず、一時的に銀行に預けて利益を得るという特区管理会社の行動上の問題も指摘されている

（Shvetsov, 2019）。
5 Biuletten’ Schetnoi palaty, 2016, No.5(221). Za 10 let tak i ne stali deistvennym instrumentom podderzhki ekonomiki : https://ach.gov.ru/statements/byulleten-schetnoj-
palaty-5-maj-2016-g-875。会計検査院は2011年以降毎年特区の業績評価を行っている。
6 ロシア極東開発省、Srok deistviia magadanskoi OEZ prodlen do 2025 goda: https://minvr.gov.ru/press-center/news/1624/?doc=1。

ERINA REPORT PLUS No.156 2020 OCTOBER



26 ERINA REPORT PLUS

特集 :ロシアの開発政策：国際関係、政策策定、地域開発

や人口や経済活動の散在性という地理的
な特性が背景となって、移行30年間一貫
して、人口流出と地域経済の縮小が生じ
ている。歴史的な経験は、極東地域の開
発の本来的な難しさを示唆するものであろ
う（新井・志田、2018）。この地域開発の
難しさを考慮すると、はたして新型特区は
極東地域の開発ツールとして有効か？これ
までと同様の問題が繰り返され、政策効果
を発揮することなく、失敗の道を歩むのか？
といった疑問が生じる。とりわけ TOR に関
しては、国家によるインフラ整備が優遇制
度の核の一つとなり、国家の関与の度合
いが強く、巨額な財政資金が投入されて
いるため、SPV の場合よりも、費用対効果
や経済合理性の観点からの政策評価がよ
り厳しく行われるだろう。

そこで、本稿では、この特区の政策的
有効性の問題に接近すべく、TOR の政
策実施の状況をモニターし、新型特区制
度の初期段階の実績について暫定的な
評価を試みたい。この際、どのようなアプ
ローチによって政策を評価するのかは重
要な問題となる。実際のところ、現時点に
おける特区政策の評価は難しい。特区は、
当初の目標と実績の比較を通して評価さ
れることが多いが、目標は特区を所管する
監督官庁・地域行政・管理会社の「熱意」
によって変わりうる（カン、2020）。また、特区
から地域への経済的な貢献や制度の効
率性の評価には10～15年といった長期の
観察期間が必要であり（Zeng, 2016）、極
東に関しては時期尚早だ、という声もある

（Kuznestsov and Kuznetsova, 2019; 
Stetsiuk, 2019）。Schetnaia palata

（2020）も設立から十分な時間が経過し
ていないことを理由の1つに挙げ、地域開
発政策としての TORとSPV の有効性の
評価を保留している7。それでもなお、現
時点における特区の評価の意義を失うわ
けではない。Zeng（2016）が指摘するよう
に、政策プロセスを絶えずモニターし、政
策が正しい方向で進んでいるのか、適切
な調整や修正はあるか、政策破棄の判断
が必要か、を検証することも同時に重要で
ある。入居を考える企業にとっても現状の

特区制度の評価は参照される。従来の制
度は、優遇措置や設立時期、立地条件な
どが大きく異なるため、単純な比較が難し
い（Kuznetsov and Kuznetsova, 2019）
が、極東の各 TOR はほぼ同時期に設立
され、地理的な条件にも共通性があり、優
遇措置の内容もほぼ同一である。この点
において、極東の新型特区制度は、政
策効果の要因分析や比較制度分析に有
益な研究材料を提供している。地政学的
な重要性に基づく政府の政策的な関心
が大きいだけではなく、そこで試験運用さ
れた制度が他地域に拡大適用されること

（Sosnovskikh, 2019）は、極東地域の
分析の重要性を補強するだろう。

極東特区に関する最近の研究成果を
いくつか紹介しよう。Sevastianov et. al

（2018）は、法制度の分析に基づき、特
区制度が産業部門全体の発展に寄与し
ないと主張している。その理由として、特
区への入居審査の厳しさや申請手続きの
煩雑さ、またそれに関連したコストの高さが
中小企業の参入を阻む障壁となり、看板を
変えただけの既存企業がレジデントとなる
ケースがあること、その結果、特区の内外
の企業間において不公平な競争が生じる
ことを挙げている。Shvetsov（2016）は現
行の TOR 法制が、入居企業に域外の支
社の設立を禁止しているため、特区の内
外の経済的連携やスピルオーバーが生じ
ないと批判している。Sosnovskih（2019）
は、制度分析と行政機関に対するインタ
ビューに基づき、極東地域には TOR や
SPV 以外にも多数の開発政策が併存し、
政策間で競争が生じていること、今のとこ
ろ特区内にイノベーション活動や成長率
の改善は生じていないことを指摘した。

これら以外にもTOR や SPV に関する
研究は多数存在する。しかし、その多く
は、法制度の紹介、極東開発公社が発
表した公開資料や個別投資案件の事例
紹介にとどまっている。本稿はこれらの先
行研究とは別のアプローチをとることで、極
東 TOR の現状と問題の理解に貢献した
いと考えている。具体的には、企業レベル
の財務データを用いて、TOR の現状と展

望を検討していく。これまでにロシアの特
区制度をミクロデータに基づいて分析した
研究はほとんどないと思われる。このこと
は、データの不十分さや適切なコントロー
ル群の選択の難しさというような、企業レ
ベルによる経済特区の直接的インパクトの
評価一般の難しさに関係する問題でもある

（Zeng, 2016）。本稿は、このような研究
上の困難を認識しながらも、その最初の試
みの1つとなることを志向する。

本稿の構成は以下の通りである。次節
は、極東新型特区制度の概要を簡単に
整理し、極東開発公社が発表している入
居企業台帳に基づいて、特区の利用状況
を統計的に概観する。第3節では、特区
入居企業の財務データに基づき、各 TOR
を統計的に比較する。第4節では、これま
での分析結果に基づき、各TORを類型化
し、その発展の展望について検討を行う。
最後に、本稿の研究の概要を整理する。

２．�極東新型特区の制度内容と
活用状況

（1）極東特区制度の基本的枠組み
2020年現在、極東地域では「投資誘

致型」の地域開発政策として、TORと
SPV の2種類の特区制度が利用されてい
る。両制度ともに、民間企業や個人事業
主に対して極東地域における事業活動や
投資を行うインセンティブを与えるために、
特区域内における規制緩和や手続きの簡
素化、減税などの優遇措置を用意してい
る。

TOR の優遇措置は、利潤税が最初
の5年間において免税、続く5年間におい
て12％であり、土地税および資産税が最
初の5年間において免税、続く5年間にお
いて2.2％以下の軽減税率、統一社会税

（社会保険料）が7.6％まで減免（通常は
30％）という内容になっている（2014年12
月29日付第473号連邦法）。SPVも、基
本的には TORと同様の優遇措置をとる
が、土地税が最初の3年間のみ免税、資
産税が最初の5年間において免税であり
続く5年間において0.5％の軽減税率という

7 ロシア連邦会計検査院、SP ne uvidela proryvnogo vliiania preferentsial’nykh rezhimov na ekonomiku Rossii: https://ach.gov.ru/checks/sp-ne-uvidela-proryvnogo-
vliyaniya-preferentsialnykh-rezhimov-na-ekonomiku-rossii。
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これは、そこで利用可能な人的資本や産
業連関が既存産業に依存するということに
も関係している。

Gurkov et al.（2020）9によると、TOR
制度は、都市の再生を目的として、不況
下にある都市や農村地域において、50ヘ
クタール未満の大きさの土地に、国内市
場を志向する多様（multiuse）な企業が
立地する「Urban Free Zone」と共通性
があるという。もう1つ強調すべき点は、入
居企業が大規模な製造業企業と同じ場
所に立地することである。以上の点を考
慮すると、TOR は「輸出志向の生産基
盤の新たなる構築」という制度設計上の
目的に必ずしも適っているとは言えないだ
ろう。

（2�）入居企業台帳に基づく特区活用
状況の把握
次に、企業の特区への入居数の推移

と地理的な分布の観点から極東特区制
度の活用状況を特徴づけていく。ここで
は極東開発公社が公開している入居企
業台帳10を用いる。

2020年8月現在の TOR の入居企業数
は506社、SPV では2079社となり、両制
度を合わせて2585社が極東特区のレジデ
ントになった。四半期別の入居企業数は
2018年後半から2019年前半にかけて減
少しているが、2019年後半には再び増加
に転じ、2020年に入って再度落ち込みが
生じている（図1）。ただし、2020年第1四
半期および第2四半期の TOR の入居企
業数はそれぞれ15社および14社、SPV
では111社および143社であり、前年同期
と比較して大きく落ち込んだというわけで
はない。企業は継続して特区に入居して
おり、今のところ、新型コロナウイルス感
染症やそれに伴う休業措置が特区事業
の実施や新規の入居の推移に深刻な影
響を及ぼしているような状況は確認できな
い。

特区からの退出について見ると、訴
訟によるものを含め入居契約の解消に
至った企業は TOR で56社、SPV で87

点で異なる（2015年7月13日付第212号
連邦法）。TOR では、土地の提供とイン
フラの整備、SPV では入札なしの土地
の賃貸といった支援策も行われる。これら
に加えて、特区では、検査期間の短縮
化、投資家向け窓口の一本化、保税区
制度の適応、入居企業への法的支援な
ど、規制緩和や行政手続きの簡素化に
関わる措置も行われている。さらに、この
特区は、極東・シベリア地域に、資源産
業以外の輸出志向の生産基盤を構築す
ることを目的に設立されたため（Makarov, 
2018）8、スキルのある外国人労働者を割
り当てなしで雇用できる（比率は TOR 監
督会が設定）という点が大きな特徴となっ
ている。

TORは必要最低投資額が50万ルーブ
ル、SPV は3年間で500万ルーブルの投
資を入居要件としている。TOR において
許可される事業活動は、各 TOR の設立
決定において規定される種類に対応しな
ければならない。一方で、SPV の場合、
SPV 監督会が禁止した種類の活動は実
施できない、と規定されている。

極東で始まった TOR 制度は、その
後、他地域にも拡大して適応されるように
なった。2016年7月3日付第252号連邦法
および2017年12月5日付第371号連邦法
が、「単一産業の都市」（monoprofil’nye 

munitsipal’nye obrazovaniia。以下、モノ
ゴーラド）や閉鎖都市（ZATO）における
TOR 設立を承認し、またその詳細を規定
する内容になっている。

極東の TOR の再編や新設も行われて
いる。チュコト自治管区の「ベリンゴフス
キー」は2019年1月10日に「チュコト」とし
て拡大・改称された。また、ブリヤート共
和国とザバイカル地方に「ブリヤーチア」
と「ザバイカル」が新設されることが決定
された（2019年6月14日付第760号政府
決定；2019年7月31日付第988号政府決
定）。その結果、現在、極東には合計で
20の TOR が稼働している。これに加え
て、2020年4月9日の法改訂（2015年4月
30日付第432号政府決定）によって、極

東開発公社は、北極圏の開発の監督の
権 限を委 託され、2020年5月12日付 第
656号政府決定によって、ムルマンスク州
のムルマンスク市管区とコラ地区に「スタ
リッツア・アルクチカ」が設立された。SPV
に関しても制度の適用地域が拡張してい
る。2016年7月3日付第250号連邦法で
は、カムチャツカ地方、ハバロフスク地方、
サハリン州、チュコト自治管区の特定の
地域が SPV の対象地域に含まれるように
なった。SPV の範囲の拡大はその後も続
いている。

TOR には、先行する他の特区制度と
は異なる点がある。Sosnovskikh（2019）
は、TOR は、OEZ や ZTRとは異なり、
所轄連邦機関との間で活動内容・雇用・
投資等に関する合意をあらかじめ締結す
る個別具体的な大規模投資家がいる前
提で設立可能となる、と指摘している。ま
た、TOR は有効期間が70年で設置され
るが、その期間は延長する可能性を含ん
でいること（他の制度ではこのような想定
はない）、TOR の設置申請は地域により
行われることなどが特徴として指摘されて
いる。さらに、OEZ や ZTR では完全に
または一部禁止されている鉱物資源鉱山
の開発や採掘が TOR では認められてい
る。Kuznetsov and Kuznetsova（2019）
もまた TORとOEZ の制度上の相違を指
摘している。第1に、OEZ では、グリーン
フィールド投資に対してインフラや税制上
の優遇措置が与えられ、企業自らが入居
する未整備の土地を探さなければならな
い。これに対して、TOR の入居区画は
予め決められている。このことに関連して、
OEZ は都市から離れた場所に設立され、
TOR は都市部に設立される傾向がある。
第2に、OEZ は、企業や産業の側からの
ロビーに応じる形で、設立されるのに対し
て、TOR は、国家側が特定の有望投資
家に目を付けたうえで、設立される。このよ
うに、TOR は、有望な投資家が存在する
ことを前提で設立されるため、その設立に
は、特区の所在する地域や開発対象とな
る地域の既存の産業構造が考慮される。

8 タス通信、2015年8月27日：Territorii operezhaiushchego razvitiia: 12 osobykh zon v DFO: https://tass.ru/info/2215388。
9 Gurkov et al.（2020）はトリヤッチ市のモノゴーラド TORを事例として検討している。
10 極東開発公社ウェブサイト： https://erdc.ru/upload/reestr-tor.pdf; https://erdc.ru/upload/reestr-spv.pdf。アクセス日：2020年8月4日。
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ゴーラド13と閉鎖都市にも拡大的に適用さ
れた。2020年8月現在、87市のモノゴーラ
ドおよび3市の ZATO に合計で776社の
企業が入居している14。TOR 当たりの入
居企業数は、極東 TOR は24.1社、モノ
ゴーラドおよび閉鎖都市では8.6社であり、
企業誘致の点で極東特区制度の有効性
は比較的高いと言えよう。

表1が示す通り、極東 TOR の入居企
業の6割強は、沿海地方、カムチャツカ地
方、ハバロフスク地方の3地域に集中的
に立地している。TORレベルで入居企
業数の分布を見ると、「カムチャツカ」が
最多の108社（極東 TOR 全体の21.3％）
であり、「ナデジジンスカヤ」の80社（同
15.8％）が続く。ハバロフスク地方では「ハ
バロフスク」に49社（同9.7％）が入居して
いる。また、チュコト自治管区の「チュコ
ト」には54社の企業が入居している。こ
れら4カ所の TOR には、毎年継続して一
定数の企業が入居しており、入居企業数
の点において良好な実績を上げていると
言える。「コムソモリスク」、「ヤクーチア」、

「ゴルヌイ・ボズドフ」、「ボリショイ・カメニ」
には20～30社強の企業が入居しており、
上記4カ所の TOR に次ぐ中規模の特区
として位置づけられる。ただし、これらの
TOR では、各年の入居企業数のピーク
が2017年または2018年にあり、2019年
には落ち込みが見られる。コロナショック
を被った2020年に入居企業数が増えな
ければ、大規模 TORとの間で差が拡大
することになる。2020年以降の TOR 入
居企業のうち、「ナデジジンスカヤ」は10
社、「カムチャツカ」は6社、「チュコト」は
3社、「ハバロフスク」は2社であるのに対
して、「ヤクーチア」は3社、「コムソモリス
ク」は2社、「ボリショイ・カメニ」および「ゴ
ルヌイ・ボズドフ」は各1社であった。この

社、合計で143社となった。倒産や事業
停止を含めた企業の退出率は TOR で
11.1％、SPV で4.2％、全体で5.5％と計算
できる。SberDannye（2019）では、ロシ
アの中小企業の事業の平均的な存続期間

（法人設立・登録から活動停止＝最後の
決済まで）は35.28カ月であり、3年以上の
生存確率が70.76％であると推定されてい
る11。この研究では、極東地域の中小企
業はロシア平均よりも長く存続し、3年以上
の生存確率が高いことも示されている。例
えば、沿海地方とハバロフスク地方では、
事業存続期間の期待値がそれぞれ36.09
カ月および36.12カ月であり、3年以上の生
存確率は75.44％および74.00％である。
入居企業台帳に基づき極東 TOR の入
居企業の事業存続期間を計算すると、そ
の中央値は37.5カ月、平均値は60カ月で
あり、ロシアの中小企業の事業存続期間
の期待値を上回る12。TOR 退出企業に
限定すると、それぞれ39.5カ月および61.6
カ月となる。このことから、ロシア平均と比

べて TOR 入居企業は少なくとも「短命」
ではないだろうと予想できる。これが特区
による優遇制度によるものかについては別
途検討が必要である。入居条件が異なる
SPV では、より若いスタートアップ企業が多
く、事業存続期間の中央値と平均値は全
体でそれぞれ19.3カ月および23.4カ月、退
出企業に限定すると21.6カ月および36.3カ
月となる。入居と退出の両面から見て、極
東の経済特区制度は現在までのところ良
好な成果を達成しているように思われる。

続いて、特区の地域や区域のレベル
で入居企業数を地理的に比較し、極東
特区の活用状況の実情により接近したい

（表1）。極東連邦管区には、マガダン州
を除く10の連邦構成主体に20の TOR が
設置されている。これにムルマンスク州の

「スタリッツア・アルクチカ」（北極の首都）
を加えた21の TOR が、極東・北極圏開
発省の所管地域に含まれ、極東開発公
社によって運営されている。前述の通り、
2017年以降に、同様の TOR 制度がモノ

11 SberDannye（2019）は、中小企業支援制度の一環として2016年に導入された「 中小事業体統一登録簿 」（Edinyi reestr sub’’ektov malogo i srednego 
predprinimatel’stva: https://rmsp.nalog.ru/）のデータを利用して、中小企業の生存期間の分析を行った。分析の対象となった企業は、この登録簿に登録してから40カ月
以上たった事業体に限定される。生存確率の推定にはカプラン・マイヤー法が用いられている。この研究の結果では、企業の生存確率が6カ月未満と36カ月以降に大きく
低下することが示されている。
12 極東 TOR 入居企業の事業存続期間は、入居準備やそれ以前の活動期間を考慮し、納税者番号の登録時期を起点として、現在または特区退出を終点とする期間と
して計測した。本文に示した事業存続期間には、特区に入居してから40カ月未満の企業も考慮されている。なお、極東 TOR 入居企業のうち、中小事業体統一登録簿
に「零細企業」として登録した企業は38社（全体の7.5％）、「小企業」は332社（同65.6％）、「中企業」は8社（同1.6％）である。すなわち、入居企業の7割は小規模以
下の企業である。中企業の基準の1つである従業員数が250人を上回る企業は25社（同4.9％）であった。
13 モノゴーラドは、ソ連時代に、未開の地に大企業が設立され、それが中心になり、またはそれに完全に依存する形で建設された都市＝企業城下町である。そこでは、1
つの産業部門に全職業の20％以上が集中するという特徴がある（Gurkov et al., 2020）。
14 ロシア連邦経済発展省ウェブサイト：モノゴーラド・閉鎖都市 TOR の入居企業台帳：https://economy.gov.ru/material/directions/regionalnoe_razvitie/instrumenty_
razvitiya_territoriy/tor/; https://economy.gov.ru/material/file/0e64165c2b741f8b5470881bb198f89c/24082020.pdf。
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図1　TORおよびSPVの入居登録数の推移：四半期別

出所：極東開発公社の入居企業台帳（2020年8月4日）に基づき筆者作成
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状況が続けば、大規模 TORと中規模
TOR の入居企業数の差はさらに拡大す
ることが予想される。

上で列挙した以外の TOR は入居企
業数が20社未満の小規模な特区に位置
づけられる。このような小規模 TOR であ
るのは、「ミハイロフスキー」、「ユジナヤ・
ヤクーチア」、「プリアムールスカヤ」、「ベ
ロゴルスク」、「スボボドヌイ」である。その
他に、ユダヤ自治州の「アムーロ・ヒンガン
スカヤ」、ブリヤート共和国の「ブリヤーチ
ア」、ハバロフスク地方の「ニコラエフスク」
のように、入居企業数が少ないだけではな

く、主として特区設立の初期に入居が限
られ、その後の継続的な入居が見られな
い TORも存在する。このような TOR は、
企業の継続的な誘致に失敗しているとい
う意味で、実績が劣るTORと言っても良
いだろう。「アムーロ・ヒンガンスカヤ」に関
しては、入居企業4社中1社がすでに入
居契約を解除している。「ブリヤーチア」
と同じく2019年に新設された「ザバイカリ
エ」には、採掘・貴金属などに従事する企
業や、食肉、木材・ペレット、建築用コンク
リートなどに関連する企業も多く入居してお
り、特区の実績は対照的である。

SPV に関しては、全体の68.0％にあた
る1414社がウラジオストク市に所在すると
いう著しい地理的な偏在が見られる。沿
海地方では、アルチョム市（123社）、ウス
リースク市（105社）、ナホトカ市（94社）な
どの地域でも入居企業数が多く、沿海地
方に SPV 全体の88.1％に当たる1832社
の企業が所在している。沿海地方に次い
で、またウラジオストク市に次いで入居企
業数が多いのは、カムチャツカ地方の首
府ペトロパブロフスク・カムチャツキー市の
164社である。ただし、同市の SPV への
入居企業数は減少傾向にある。極東経

表1　TORおよびSPVの入居企業の地理的な分布

出所：極東開発公社の入居企業台帳（2020年8月4日）に基づき筆者作成

（a）TOR
TOR 決定日 2015 2016 2017 2018 2019 2020 計 構成比

ナデジジンスカヤ 2015/06/25 5 12 20 13 20 10 80 15.8%
ボリショイ・カメニ 2016/01/28 - 6 7 7 3 1 24 4.7%
ミハイロフスキー 2015/08/21 3 4 2 3 6 1 19 3.8%
ネフテヒミチェスキー 2017/03/07 - - 1 - 1 - 2 0.4%

カムチャツカ地方 108 21.3% カムチャツカ 2015/08/28 1 18 18 42 23 6 108 21.3%
ハバロフスク 2015/06/25 5 12 9 9 12 2 49 9.7%
コムソモリスク 2015/06/25 4 2 14 8 3 2 33 6.5%
ニコラエフスク 2017/04/19 - - 5 1 1 - 7 1.4%

チュコト自治管区 54 10.7% チュコト 2015/08/21 - 12 12 15 12 3 54 10.7%
アチークヤ国和共ハサ 2015/08/21 - 10 2 7 4 4 27 5.3%

（ヤクーチア） ユジナヤ・ヤクーチア 2016/12/28 - - 6 6 4 - 16 3.2%
ゴルヌイ・ボズドフ 2016/03/17 - 3 5 12 5 1 26 5.1%
ユジナヤ 2016/03/17 - 3 1 3 1 - 8 1.6%
クリール 2017/08/23 - - - 1 3 - 4 0.8%
プリアムールスカヤ 2015/08/21 2 2 - 3 3 - 10 2.0%
ベロゴルスク 2015/08/21 1 2 2 2 3 - 10 2.0%
スボボドヌイ 2017/06/03 - - 2 2 3 1 8 1.6%

ザバイカル地方 14 2.8% ザバイカリエ 2019/07/31 - - - - 11 3 14 2.8%
ユダヤ自治州 4 0.8% アムーロ・ヒンガンスカヤ 2016/08/27 - 4 - - - - 4 0.8%
ブリヤート共和国 2 0.4% ブリヤーチア 2019/06/14 - - - - 2 - 2 0.4%
ムルマンスク州 1 0.2% スタリッツァ・アルクチキ 2020/05/12 - - - - - 1 1 0.2%

合計 %0.001605530214316010912%0.001605

（b）SPV
市・地区 決定日 2015 2016 2017 2018 2019 2020 計 地域別

ウラジオストク市 2015/07/13 - 78 197 458 513 168 1414 68.0%
アルチョム市 2015/07/13 - 9 13 16 52 33 123 5.9%
ウスリースク市 2015/07/13 - 8 15 24 41 17 105 5.1%
ナホトカ市 2015/07/13 - 10 11 17 36 20 94 4.5%
ハンカ地区 2015/07/13 - 2 5 5 7 4 23 1.1%
ナジェジジンスコエ地区 2015/07/13 - 2 1 5 1 7 16 0.8%
オクチャブリスキー地区 2015/07/13 - 3 3 3 - 2 11 0.5%
オリガ地区 2015/07/13 - - 3 3 2 - 8 0.4%
シコトヴォ地区 2015/07/13 - 2 2 2 - 1 7 0.3%
パルチザンスク市 2015/07/13 - - 1 2 2 2 7 0.3%
ラゾ地区 2016/07/03 - 1 - 1 2 2 6 0.3%
スパッスク・ダリヌィ市 2015/07/13 - 1 - - 3 - 4 0.2%
パルチザンスク地区 2015/07/13 - - 2 2 - - 4 0.2%
ポグラニチヌィ地区 2015/07/13 - 1 1 - 1 - 3 0.1%
ボリショイ・カメニ市 2015/07/13 - - 1 1 1 - 3 0.1%
ハサン地区 2015/07/13 - - - - 1 3 4 0.2%

カムチャツカ地方 164 7.9% ペトロパブロフスク・カムチャツキー市 2016/07/03 - - 39 77 25 23 164 7.9%
コルサコフ地区 2016/07/03 - - 11 12 7 6 36 1.7%
ウグレゴルスク地区 2017/07/01 - - 1 1 6 5 13 0.6%
シャフチョルスク市 2017/07/01 - - - 2 1 - 3 0.1%
ワニノ地区 2016/07/03 - 1 8 3 2 1 15 0.7%
ソヴィエツカヤ・ガワニ地区 2018/07/03 - - - 1 4 2 7 0.3%

チュコト自治管区 9 0.4% ペベク市 2016/07/03 - - 2 3 2 2 9 0.4%
合計 %0.001892907836613811-%0.0019702

地域：社数、構成比

地域：社数、構成比

アムール州 28 5.5%

ハバロフスク地方

サハリン州

沿海地方 125 24.7%

89 17.6%

43 8.5%

38

ハバロフスク地方

52 2.5%

22 1.1%

7.5%

1832 88.1%沿海地方

サハリン州

2079
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済のもう1つの中心地であるハバロフスク
地方の SPV への毎年の入居は1桁台で
あり、現在の入居企業数はわずか14社に
とどまっている。

極東の特区制度は、入居企業数が継
続して増えており、退去企業数も少ない。
この観点から見て、極東開発公社は企業
の新規誘致に成功している。このことは、
企業側にとっても特区への入居が肯定的
に評価されているということを示唆するだろ
う。コロナショックの影響がなければ、特
区事業の継続に大きな困難はないように
思われる。しかし、このような肯定的な評
価は一部の TOR のみに当てはまる。入
居企業数の大きさとその推移における地
域別・TOR 別の差は大きく、今後の TOR
の発展のポテンシャルにも差があると考え
られるからである。

入居企業数の点で極東特区をリードし
ているのは、沿海地方の TOR「ナデジジ
ンスカヤ」とウラジオストク市の SPV であ
る。その他に主要な特区として挙げられる
のは、カムチャツカ地方とチュコト自治管区
の TOR であるが、これらの地域の SPV
の入居企業は少ない。これらの大規模
TORとは別に、中規模の、また増加傾向
が緩慢な TOR が存在する。ハバロフス
ク地方は、大規模 TOR「ハバロフスク」
を有するが、「コムソモリスク」は中規模、
「ニコラエフスク」は小規模であり、SPV
の入居企業数が少ないため、極東地域
の経済的中心の1つであるにもかかわら
ず、特区制度活用の点で沿海地方に後
れをとっている。このことには、ハバロフス
ク市が極東で第2位の人口規模を持つ都
市であるにもかかわらず、内陸部に位置
し、海港を持たないため、SPV 制度が適
応されていないことに関係していると考えら
れる。数社しか入居企業がいない TOR
では、入居自体が特区設立初期に限定さ
れ、特区の利用方法もまた限定的である
ため、将来的な発展性に乏しい可能性が
ある。

３．�財務データに基づくTOR
入居企業の経営状況の分析

極東経済特区に関する先行研究の多
くは、法制度や公式資料の分析・紹介、個
別のTORに特化した分析、目立つ大型投
資案件15の事例分析など、質的な調査が
主であり、量的な分析を欠いている。入居
企業の経営や活動はどのような状況にあ
るか？入居企業は地域経済の発展に寄与
できるほど十分活発に活動しているか？と
いった極めて素朴な問題を検討するため
には、入居企業数の動態や分布だけでは
なく、企業の活動状況の観察を可能にする
ようなミクロレベルのデータが必要となる。こ
の課題に取り組むために、筆者は、各企業
の財務データを収集し、分析用に独自の
データベースを構築した。これによって、極
東特区の現状について、極東開発公社の
報告書や公開資料に依拠しないオルタナ
ティブな評価を与えることが可能となると考
えている。

財務データは、Rosstatが2011年以降
に関してウェブサイトで公開している企
業の会計財務報告（Bukhgalte’skaia 
(finansovaia) otchetnost’）から得た16。
入居企業台帳に対応した財務データ収
集のために、税務番号（INN）と法人番号

（OGRN）に基づいて企業を特定した。
このデータベースの取り扱いに関して次

の2点の注意が必要である。第1に、データ
ベースには、企業が特区入居以前や退出
後・事業停止後のデータが含まれる場合
がある。既存企業が特区に入居するケー
スや、特区退出後にも活動を継続するケー
スがあるからである。このようなケースとは

異なり、入居企業に別企業としての前歴が
ある場合、つまり、実態は同一企業であっ
ても、特区入居に当たり企業が新設され、
税務番号が異なるといった場合がある。こ
のような場合、企業の再編の履歴をたどる
ことで、形式的に異なる企業を同一企業と
して取り扱い、財務データを統合すること
ができる17。なお、会計財務報告をRosstat
ウェブサイトから入手できない個人事業主
は、本稿の分析対象から除外した。

第2に、分析期間の短さにも注意が必
要である。特区設置から5年しか経過して
おらず、企業の入居からの期間はさらに短
い。そのため、稼働前の事業計画段階や
建設段階の企業も少なくない。TORに入
居するために企業を設立した年度の会計
報告が実体的な中身を伴わない場合（ゼ
ロのみが記載される）や、一時的な休業に
より継続して会計報告が得られない場合
もある。極東開発公社による2019年度報
告（KRDV, 2020）によると、TOR入居企
業のうち、稼働を開始している企業の比率
は25.9％に過ぎなかった。また、比較的規
模が大きい企業の会計報告が得られない
ケース（欠損データ）は、特区の実績評価
に大きな影響を与えるため、特に注意が必
要である。

これらの点に留意しながら、以下では、
TOR入居企業の売上高の推移、TORの
企業構成と代表的企業＝支配的企業の
有無、平均売上高の地域差、企業の収益
性などを見ていく。表2は、本稿で用いる財
務データベースの概要を整理したものであ
る。特区から退出した企業を含むTOR入
居企業506社のうち、2011～2019年の期
間に少なくとも1年分の財務データが得ら

15 大型投資案件については、新井・志田（2020）を参照。
16 Rosstatウェブサイト：https://www.gks.ru/accounting_report。データ収集は、企業情報収集サイトであるSPARK-Interfax（https://www.spark-interfax.ru/）とrusprofile

（https://www.rusprofile.ru/）を利用して、2020年7月から8月にかけて行った。
17 既存企業は、特区に入居する際に、開発公社との間で投資や雇用の計画を明記した投資契約を締結する必要がある。また、入居後は、既存事業とTOR 事業を分
けた会計処理が必要となる。優遇措置は、事業全体にではなく、TOR 事業に対してのみ付与される（Gurkov et al., 2020）。

表2　TOR入居企業の財務データの概要（社、％）

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 総数
TOR入居企業［1］ - - - - 21 111 217 351 471 506
財務報告［2］ 66 88 109 133 170 214 283 379 401 442
比率［3］=［2］/［1］ - - - - 809.5 192.8 130.4 108.0 85.1 87.4

出所：会計財務報告に基づき筆者作成
注：TOR 入居企業数［1］は累計、総数は2020年8月4日までに入居した企業の数である。財務報告数［2］は、各年
に関して財務報告の数値が得られる企業数、「総数」は、2011～2019年を通して1年でも何らかの数値が得られる
企業数である。 
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れた企業は442社、全体の87.4％であった。
最新2019年のデータに関しては、401社

のデータが得られた。これは2019年末まで
にTORに入居した企業471社の85.1％に
当たる。2019年に関して、財務データが得
られなかった企業70社には、会計報告自
体が得られない個人事業主19社と、廃業
済みまたは廃業手続き中の22社が含まれ
る。これら41社を除けば、TOR入居企業
の93.3％のデータが得られたことになる18。

（1�）入居企業の活動状況：売上高の
推移、TORの比較、代表的企業の
プレゼンス
はじめに売上高の推移を確認する。

2019年の財務データのカバレッジはTOR
入居企業の8割強である。2019年におい
て、財務データを集計したTOR入居企業
の売上高の総計は、2352億8130万2千
ルーブルとなった。これは、2011年の売上
高総計155億5267万6千ルーブルの15.1
倍であり、特区入居が始まった2015年の
売上高総計732億2375万6千ルーブルの
3.2倍に増えたことになる。TOR入居企業
も稼働中の企業も年々増加するため、売
上高総計も増加し続けており、2016年は
870億9240万2千ルーブル、2017年は1242
億9024万ルーブル、2018年は2138億5620
万9千ルーブルと推移した（図2）。

図2では、売上高総計の推移を、TOR
入居年ごとに分けて示している。これは、
TOR内で「古い」企業と「若い」企業を区
別するためである。2019年の売上高を入
居年別に見ると、2015年入居企業のシェ
アが6.8％（企業数のシェアは4.2％、前掲
の表1）、2016年は13.7％（同17.8％）、2017
年は44.7％（同20.9％）、2018年は25.0％

（同26.5％）、2019年は7.5％（同23.5％）、
2020年は2.3％（同6.7％）となっている。
2017年入居企業は、企業数シェアに比
べて売上高のシェアの存在感が大きい。
TORの設置や入居から数年を経て企
業の多くが稼働段階に移行した、または

TOR設置から数年を経て企業の受け入
れ準備が整っているかを観察し収益を上
げられる可能性を見越した企業が入居し
た時期が2017年であった、そして、これより
も先発または後発の入居企業はそれに遅
れをとっている、収益の見込みがない企業
が退出する、といった背景要因が考えられ
る19。実際に、入居期間が長くなるにつれ、
入居企業数に占める売上高ゼロの企業の
比率が低下する傾向があり20、図3のTOR
入居年別における1社あたりの平均売上
高の推移が示す通り、各年入居企業が、
稼働前の準備段階から稼働段階に移行
していく中で、2011年から2019年にかけて

売上高を増加させる一般的な傾向が見て
取れる。

このような一般的な傾向に反して、2015
年と2016年の入居企業の売上高が2019
年に減少したことには、個別具体的な背
景がある。2015年入居企業の売上高に
関しては、「トレクス」（「ハバロフスク」、冶
金業を主要部門）の2019年の財務データ
が得られないためである。同社の2018年
の売上高は176億8790万ルーブルであり、
2015年入居企業の売上高総額のほぼ半
分を占めていた。同社は2018年11月22日
にTOR撤退に関して極東開発公社と合
意している21。2016年入居企業の売上高

18 表2において財務報告の比率が100％を上回る理由は、TOR 入居以前の企業に関する財務データが含まれるからである。
19 経済特区に関する他国の経験によると、期間限定的な優遇措置という条件の下で、入居企業は、より短期的な利益を求める傾向にあるという（Sosnovskikh, 2019）。
TOR の税制上の優遇措置は期間限定であり、企業としては、これを最大限享受できるように、入居前に十分に稼働準備を行い、最短で稼働開始に移りたいと考えるは
ずである。また TOR 設立から時間が経過すれば、企業の受け入れ態勢も整い、企業はより短期間で稼働体制に移行できると予想される。
20 2019年の財務データが得られる401社のうち、売上高ゼロの企業のシェアは41.4％である。入居年別では、2015年が23.5％、2016年32.9％、2017年33.7％、2018年
39.0％、2019年59.4％、2020年は47.6％であった。
21 「トレクス」社の TOR 撤退の理由に関しては、新井・志田（2019）を参照。
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出所：会計財務報告に基づき筆者作成
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の減少に関しては、「ズベズダー極東工場」
（「ボリショイ・カメニ」、輸送手段の製造）
の最新の財務データが得られないためで
ある。同社の2018年の売上高は1734億
6229万ルーブルであり、売上高の総計の
4割を占めていた。さらに、2019年に設立さ
れたザバイカル地方とブリヤート共和国の
TORに入居した若い企業が2019年入居
企業の売上シェアを低下させている。2020
年に関しては、後述の通り、新設の「ムルマ
ンスク」に入居した「ノヴァテク・ムルマンス
ク」が同年入居企業の売り上げシェアを著
しく高めた。

次に、売上高の地域構成を見ていく（表
3）。売上高は、沿海地方（25.6％）、カム
チャツカ地方（22.0％）、ハバロフスク地方

（19.1％）の3地域に入居する企業によっ
て、全体の6割強が占められている。これ
は入居企業数の分布と同様である。一方
で、サハ共和国（ヤクーチア）の売上高の
シェア（20.6％）は、企業数のシェア（7.5％）
に比べて小さい。チュコト自治管区に関し
ては、入居企業54社中30社しか財務デー
タが得られず、売上高のシェア（5.3％）は

企業数のシェア（10.7％）を下回った。
売上高のTOR別構成を見ると、カムチャ

ツカ地方の「カムチャツカ」（22.0％）と沿
海地方の「ナデジジンスカヤ」（20.8％）の
シェアが大きく、これにサハ共和国（ヤクー
チア）の「ユジナヤ・ヤクーチア」（20.3％）
とハバロフスク地方の「コムソモリスク」

（15.6％）が続いている。これら4つのTOR
は、入居企業数では46.8％を占めているの
に対して、売上高では全体の78.6％を占め
るほど大きい。当然、売上高は入居企業
数に比例する。それと同時に、各TORの
入居企業1社あたりの売上高も集計的（入
居企業数×平均売上高）な売上高の地域
差に影響する。1社あたり平均売上高が
最も大きいのは、「ユジナヤ・ヤクーチア」の
31億7643万4千ルーブル、次に「コムソモリ
スク」の13億979万3千ルーブルであり、両
TORは極東TOR平均の5億8673万6千
ルーブルのそれぞれ5.4倍および2.2倍の売
上高がある。入居企業数が多い「ナデジジ
ンスカヤ」や「カムチャツカ」の1社あたり売
上高は極東TOR平均をわずかに上回る
程度である。ハバロフスク地方では、主要

なTORである「ハバロフスク」の平均売上
高は極東TOR平均の2割程度に過ぎな
い。「ミハイロフスキー」、「ヤクーチア」、「ゴ
ルヌイ・ボズドフ」、「プリアムールスカヤ」、

「スボボドヌイ」22の1社あたり売上高は極
東TOR平均から大きく後れを取っている。

表3から明らかになったことは、売上高
に示されるTOR入居企業の経済活動の
地理的な集中と1社あたり売上高の格差
である。実は、この格差は、各TORに入居
するそれぞれの企業の活動の結果として
生じたというよりも、少数の企業によるところ
が大きい。例えば、ハバロフスク地方の「ト
レクス」社や「ズベズダー極東工場」といっ
た大規模な企業1社の存在がそれぞれの
TOR全体の売上高の推移に大きな影響
を与えたことは、前述した通りである。そし
て、極東のほぼすべてのTORにおいて、1
社または少数の企業がTOR内の経済活
動において支配的な影響力を有している
状況がある23。このことに関連して、TOR内
の企業構成を明らかにするために、TOR
における「代表的企業」のプレゼンスの大
きさを確認する。表4では、TORの売上高

22 「スボボドヌイ」には、「ガスプロム・ペレラボトカ・ブラゴベシチェンスク」社が入居している。同社の総資産額は、極東 TOR において最大（2019年、5952億832万6千
ルーブル、データが得られるTOR 全企業の総資産総計の41.0％）であるが、今のところ財務会計報告上の売上高は「ゼロ」である。同社が実際に稼働を開始すれば、

「スボボドヌイ」の売上高および1社あたり売上高は大きく増大すると予想される。
23 このような事例の1つに挙げられるのは、極東 TOR の入居第1号となった「エプシロン2」社である。同社は、ハバロフスク地方の TOR「コムソモリスク」において航空
機工場向けの部品製造を行う計画があり、コムソモリスク・ナ・アムーレ市の基幹産業のクラスター形成の中核となることが期待されていたが、実質的な事業展開がなく撤退
に至った（新井・志田、2019）。

表3　入居企業の売上高の地理的な分布とTOR間の比較：2019年�（1,000ルーブル）

出所：筆者作成

地域 入　居
企業数

データ
数 売上高 シェア 1社あたり

売上高 TOR 売上高 シェア
ナデジジンスカヤ 80 61 48,855,288 20.8% 800,906
ボリショイ・カメニ 24 19 10,232,905 4.3% 538,574
ミハイロフスキー 19 17 1,040,824 0.4% 61,225
ネフテヒミチェスキー 2 2 - - -

カムチャツカ地方 108 84 51,655,434 22.0% 614,946 カムチャツカ 108 84 51,655,434 22.0% 614,946
ハバロフスク 49 40 4,806,951 2.0% 120,174
コムソモリスク 33 28 36,674,193 15.6% 1,309,793
ニコラエフスク 7 7 3,473,809 1.5% 496,258

チュコト自治管区 54 30 12,530,012 5.3% 417,667 チュコト 54 30 12,530,012 5.3% 417,667
アチークヤ国和共ハサ 27 23 924,655 0.4% 40,202

（ヤクーチア） ユジナヤ・ヤクーチア 16 15 47,646,516 20.3% 3,176,434
ゴルヌイ・ボズドフ 26 21 1,590,645 0.7% 75,745
ユジナヤ 8 8 2,940,939 1.2% 367,617
クリール 4 4 3,838,476 1.6% 959,619
プリアムールスカヤ 10 7 43,068 0.0% 6,153
ベロゴルスク 10 9 7,141,667 3.0% 793,519
スボボドヌイ 8 8 1,393,059 0.6% 174,132

ザバイカル地方 14 12 135,638 0.1% 11,303 ザバイカリエ 14 12 135,638 0.1% 11,303
ユダヤ自治州 4 4 82,250 0.0% 20,563 アムーロ・ヒンガンスカヤ 4 4 82,250 0.0% 20,563
ブリヤート共和国 2 1 - - - ブリヤーチア 2 1 - - -
ムルマンスク州 1 1 274,973 0.1% 274,973 スタリッツァ・アルクチキ 1 1 274,973 0.1% 274,973

合計 506 401 235,281,302 100.0% 586,736 合計 506 401 235,281,302 100.0% 586,736

アムール州 804,75382 8,577,794 3.6%24

沿海地方 463,706521

ハバロフスク地方 993,99598

25.6%

19.1%

60,129,017

44,954,953

99

75

981,872,134

サハリン州 836,35283

48,571,171

8,370,060

20.6%38

33 3.6%

入　居
企業数

データ
数

1社あたり
売上高
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の半分以上を構成する企業・企業群を代
表的企業としてリストアップした。

表4に示される通り、代表的企業の数
は、11カ所のTORで1社、8カ所で2社、3
カ所で3社であった。財務データが得られ
ない「ネフテヒミチェスキー」と「ブリヤーチ
ア」を除くと、表中の29社だけで2019年の
極東TOR全体の売上高総計の72.0％を
生み出したことになる。さらに、売上高の半
分以上は上位6社だけで生み出されてい
る：マツダソラーズマヌファクトゥリングルース

（沿海地方「ナデジジンスカヤ」）；アムー
ル・ギドロメタル・コンビナート（ハバロフスク
地方「コムソモリスク」）；デニソフ鉱山およ
びイグナリン鉱山（サハ共和国（ヤクーチ

ア）「ユジナヤ・ヤクーチア」）；レーニン漁業
コルホーズおよびアメチストヴォエ（カムチャ
ツカ地方「カムチャツカ」）。

これら極東TORを代表する29社の平
均売上高（2019年）は51億3393万8千
ルーブルである。これは入居企業平均の
8.7倍にも及ぶ。代表的企業を除いたTOR
入居企業の平均売上高は1億7704万7千
ルーブルであり、極東TOR平均の3割に過
ぎない。この結果、代表的企業とそれ以外
の企業の平均売上高には、29.0倍もの格
差が生じた。

各 TOR に目を向けると、「ナデジジンス
カヤ」の売上高の96.4％は、マツダソラー
ズマヌファクトゥリングルースだけで生み出

されたものである。それ以外の企業の売
上高は極東 TOR 平均を下回り、TOR
内格差は他の追随を許さないほど大きい

（1623倍）24。極東で最多の入居企業数
を誇る「ナデジジンスカヤ」であっても、マ
ツダソラーズマヌファクトゥリングルースが欠
けただけで、売上高がわずか3.6％にまで
縮小し、TOR の機能と意義のほぼすべ
てを失うといっても良いだろう。「ボリショイ・
カメニ」では、売上の78.6％は造船業に
従事するズベズダーの関連会社のみが生
み出したものである。また、サハ共和国（ヤ
クーチア）では、石炭採掘企業コルマル
グループの子会社であるデニソフ鉱山およ
びイグナリン鉱山が売上高の76.5％を占め

24 同社の2019年の売上高は極東 TOR の中でも最大の471億1409万9千ルーブルであった。これは、極東で第2位のデニソフ鉱山の売上高235億9406万4千ルーブルの2倍
である。「ナデジジンスカヤ」で第2位の売上高を生んだ企業は「エブロプラスト沿海工場」であり、その売上高は12億2844万2千ルーブルである。同社の売上高は、マツダ社
を除く2019年の「ナデジジンスカヤ」の売上高の70.6％を占めている。

表4　TORにおける代表的企業のプレゼンスと売上高のシェア（1,000ルーブル、％、倍）

地域 TOR

TORの代表的企業 その他
企業の
平均
売上額
（B）

比率
（倍）
A ／ B社数 売上高

シェア 詳細（カッコ内は企業の主な活動と売上高シェア）
平均
売上額
（A）

沿海地方

ナデジジンスカヤ 1 96.4% マツダソラーズマヌファクトゥリングルース（エンジンの製造） 47,114,099 29,020 1,623.5 

ボリショイ・カメニ 2 78.6% ズベズダ―造船コンプレクス（造船、48.8％）；ズベズダ―海洋テクノロジー（造
船、29.8％）；※ズベズダ―極東工場（船舶修理、2018年80.0％） 4,020,701 128,912 31.2 

ミハイロフスキー 1 54.9% メルシー・トレイド（農業） 571,303 29,345 19.5 

ネフテヒミチェスキー 2 - ボストーク石油化学（有機化学物資の製造）；ナホトカ無機肥料工場（肥料・窒
素化合物の製造） - - -

カムチャツカ地方 カムチャツカ 3 50.7% レーニン漁業コルホーズ（漁業、18.9％）；アメチストヴォエ（貴金属・鉱石の採
掘、16.5％）；トィムラツキー漁業コンビナート（漁業、15.3％） 8,732,877 314,282 27.8 

ハバロフスク地方

ハバロフスク 3 61.6%
テクノ・ニコル DV（遮熱・遮音材の製造、28.7％）；ハバロフスク・パイプ工場（上
下水・ガス供給網用ポリエチレン管の製造、20.0％）；エネルゴ・インパルス＋
（高分子絶縁体の製造、12.8）；※トレクス（金属、2018年82.2％）

987,027 49,888 19.8 

コムソモリスク 1 62.6% アムール・ギドロメタル・コンビナート（貴金属の製造） 22,945,775 508,460 45.1 

ニコラエフスク 1 72.6% NGKリソース（金採掘）；※ VRK（漁業、2018年27.6％）；※漁業加工コンビナ
ート・ボストーチノエ（漁業、2018年24.1％） 2,521,586 158,704 15.9 

チュコト自治管区 チュコト 2 60.3% ルドニク・カラリベエム（貴金属・鉱石・砂の採掘、39.0％）；ルドニク・バルニス
ティ（貴金属・鉱石・砂の採掘、21.3％） 3,776,276 177,766 21.2 

サハ共和国
（ヤクーチア）

ヤクーチア 2 51.4% モンタージュ・サービス（38.1％、建設用コンクリート製造）；チョープルィ・クライ
（断熱ガラス・サンドイッチパネルの製造、13.3％） 237,723 21,391 11.1 

ユジナヤ・ヤクーチア 2 76.5% デニソフ鉱山（石炭の採掘・精製、49.5％）；イナグリン鉱山（石炭の採掘・精製、
27.0％） 18,220,934 861,896 21.1 

サハリン州

ゴルヌイ・ボズドフ 1 62.8% ブリリアント（ホテル業） 998,392 29,613 33.7 

ユジナヤ 2 74.6% テプリーチヌィ・ソフホーズ（野菜の温室栽培、49.9％）；メルシー・アグロ・サハ
リン（豚肉生産、24.6％） 1,096,275 124,732 8.8 

クリール 1 91.1% 漁業コンビナート・オストロノブノイ（漁業） 3,498,657 113,273 30.9 

アムール州

プリアムールスカヤ 1 55.1% VKMブレヤ（輸送手段の修理）；※アグロヒムDV（農薬の保管・流通、2018年
57.5％） 23,719 3,225 7.4 

ベロゴルスク 1 92.0% アムール油脂抽出工場（油脂精製） 6,569,530 71,517 91.9 

スボボドヌイ 2 64.4% プチョルィ・スボボドヌィ（生コンクリートの製造、37.4％）；インドストリヤ（生コン
クリートの製造、27.0％） 448,636 82,631 5.4 

ザバイカル地方 ザバイカリエ 1 55.8% ボストーク・アグロ（貨物輸送、55.8％） 75,626 5,456 13.9 
ユダヤ自治州 アムーロ・ヒンガンスカヤ 1 79.6% ビロビジャン金属構造物工場（鋼構造物・サンドイッチパネルの製造） 65,487 5,588 11.7 
ブリヤート共和国 ブリヤーチア 2 - ナウシキ通関物流ターミナル（鉄道輸送）；ノヤブリスク食料サービス（養鶏） - - -
ムルマンスク州 スタリッツァ・アルクチキ 1 100.0% ノヴァテク・ムルマンスク（Arctic LNG 2プロジェクト、100％） 274,973 - -

合計 33 72.0% 27 5,133,938 177,047 29.0 

出所：筆者作成
注：各 TOR の売り上げの過半数のシェアを構成する企業を整理して示した。 
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ている。サハリン州「クリール」の漁業コン
ビナート・オストロノブノイ（売上の91.1％）
は、サハリン州の中でも最も大きい企業の
1つであり、極東ルィバクのグループ企業で
もある。アムール州「ベロゴスク」のアムー
ル油脂抽出工場（92.0％）やユダヤ自治
州「アムーロ・ヒンガンスカヤ」のビロビジャ
ン金属構造物工場（79.6％）も1社の売上
高シェアが大きい。財務データは得られ
なかったが、沿海地方「ネフテヒミチェス
キー」ではボストーク石油化学およびナホト
カ無機肥料工場という2社の化学工業が
TORを主導している。対照的に、「ハバ
ロフスク」では代表的企業3社の売上高
シェアは61.6％であり、1社支配的な経済
構造というよりも、複数の製造業が集合し
た TORとしての特徴が与えられるだろう。
以上で見たような代表的企業を除けば、
TOR のレジデントのほとんどが小企業また
は零細企業である。TOR の実績は多数
の小規模な企業の活動の集積によるので
はなく、少数の代表的企業によって主導
されたものである。代表的企業の存在の
有無が各 TOR の実績に直結する状況
であることは明らかである25。このような企
業がいなければ、TOR は実績を生み出
すことができないため、それぞれの TOR
は主に大手企業に奉仕する存在として
機能する可能性が大きいと筆者は評価し
ている。この事実発見は、前節で取り上
げ た Sosnovskikh（2019）、Kuznetsov 
and Kuznetsova（2019）、Gurkov et 
al.（2020）の制度分析による主張を補強
するだろう。

（2�）TOR入居企業の経営状況：黒字
率、粗利率、総資産利益率の分析
特区制度は、企業活動を活性化させ、

それが投資や雇用を増加させ、地域開発
に寄与することを政策目標としている。特
区による地域開発政策の有効性の問題
は、TOR制度の根幹をなす。企業活動の
活性化にあたって重要であることは、特区
入居が企業に利益をもたらすかということ
である。経営分析に先立ち、本稿の分析

のために取集した従業員数データに基づ
き、雇用創出の面からこのことを簡単に見
てみよう。データが得られる429社の従業員
数（srednespisochnaia chislennost’）の中
央値は3人、平均値は52.2人である。代表
的企業28社に関しては、中央値104.5人、
平均値284.4人であり、それ以外の企業
401社に関してはそれぞれ3人および36.0
人となる。代表的企業以外の企業では、
従業員1人のケースが少なくない。集計す
ると、2万2403人の従業員数が記録され、
そのうち代表的企業が35.5％を占め、残り
の64.5％はそれ以外の中小企業によって
生み出された雇用となる（既存企業が入
居している場合、ネットで雇用が増えたわ
けではない）。このように見ていくと、極東の
経済特区制度の活用による企業活動の
活性化、それによる雇用の創出と地域経
済の開発において、中小企業が担ってい
る役割は小さくないと考えられる。そして、
中小企業の役割を強化するためには、企
業が収益を生み出せるような経済的基盤
が特区に備わっていることが重要となる。
そこで、この項目では、入居企業の収益
性を分析していく。この際、代表的企業で
はない一般の小企業・零細企業・スタート

アップ企業に注目して、特区が起業家活動
（entrepreneurship）に寄与するかを考
える。

表5に、会計財務報告データに基づく各
年・入居年別の企業の黒字率を示した。
TORの入居企業は、退出した／退出手続
き中の企業と、活動中の企業を区別した。
また、活動中の企業に関しては、代表的企
業とそれ以外の企業を区別した。

表5から明らかになった全般的な傾向
は、入居企業の黒字率の低さである。ロシ
アの中小企業の黒字率は8割前後で推移
し、年ごとの変動はほとんどない（表5（a）
の参考値を参照）。これに対してTOR入
居企業全体の黒字率は6割以下である。
入居企業の黒字率は、新規の入居企業
が年々増えているため、これまでのところは
低下する傾向にある。第2に、TOR入居企
業の中でも、企業種ごとに黒字率に差があ
る。退出企業の黒字率は3割から2割のレ
ベルで推移している。収益性は、特区に居
続けるか撤退するかの意思決定に影響を
与えることが予想できる。代表的企業の黒
字率は、TOR設立初期の2015年に53.6％
にまで低下したが、2019年には74.3％に
上昇し、ロシアの平均に接近しつつある。

25 少数の大手企業が TORに決定的な影響を及ぼす構造は、投資面で特に顕著である。2019年度報告書（KRDV, 2020）によると、総投資額の58.1％はガス化学部門の4社
と石油化学部門の2社によって生み出されている。雇用に関しても、その17.2％は造船業の6社によって、また石炭部門7社によってその9.8％の雇用が生み出される計画になって
いる。これらの数値が実際にどの企業の数値かは明記されていないが、表4の代表的企業と重複すると考えられる。

表5　TOR入居企業の黒字率（％）
（a）企業種別の黒字率  1）

全体 中企業 小企業
2011 66 63.6 66.7 63.0 60.0 79.5 81.3 81.5
2012 88 51.1 47.4 53.2 42.9 82.3 82.3 82.4
2013 109 52.3 57.1 52.6 40.0 81.1 80.5 80.6
2014 133 52.6 56.0 51.6 53.8 79.7 79.7 79.9
2015 169 49.1 53.6 50.0 36.8 81.3 79.8 79.8
2016 213 45.5 64.3 44.3 33.3 80.5 80.0 80.1
2017 282 36.2 63.3 34.9 21.6 79.2 79.9 80.0
2018 377 34.5 66.7 31.8 25.0 77.7 79.7 79.9
2019 400 39.0 74.3 36.7 22.2 - - -
企業数 400 400 35 338 27 - - -

（b）TOR入居年別の黒字率  1), 2)

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年
2015 25.0 56.3 56.5 62.1 33.3 40.0
2016 28.6 52.1 38.7 52.6 28.6 50.0
2017 35.7 40.8 28.3 40.0 20.8 50.0
2018 14.3 37.0 43.3 29.1 21.4 36.4
2019 28.6 40.7 43.8 36.7 30.0 38.9
企業数 14 58 75 124 113 32

企業数
TOR 参考：ロシア全体

TOR入居年

代表的
企業

それ以外
の企業

退出
企業 零細企業

出所：財務データに基づき筆者作成、参考値は SME（2015; 2017; 2019）
注1：TOR の黒字率は財務結果（Совокупный финансовый результат）に基づく。
注2：退出企業と代表的企業を除くTOR 入居企業を対象として黒字率を計算した。
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それ以外の企業の黒字率は、2015年の
50.0％から2019年に36.7％にまで低下して
いる。入居企業の大半が小規模企業であ
り、代表的企業のように迅速には稼働段
階に移行できないことが要因の1つとして
考えられる。

入居年別に黒字率を見ると（表5（b））、
2017年入居企業の黒字率が高く、入居の
翌年以降に黒字率を高めていることが分
かる。21カ所のTORのうち、14カ所は2016
年以前に、4カ所が2017年に設置されたも
のである。2017年入居企業106社のうち、
98社（92.5％）は2016年までに設置された
TORに入居しており、TOR設立と同時に
入居したわけではない。観測できる期間
は短いが、2018年入居企業の特区入居
後の黒字率は2018年から2019年にかけ
て上昇している。2018入居企業120社の
うち、99社（82.5％）が2016年までに設立さ
れたTORに入居し、8社（6.7％）は2018年
に設立されたTORに入居している。本稿
では、その是非に関する検証を行うことが
できないが、このようなTOR入居企業の経
営状況が安定化していくプロセスに関して
は、いくつかの仮説的な説明が可能であ
ると思われる。例えば、既存の企業が特区
への入居に前後して、そのための準備や
新規事業などのために一時的に稼働状況
を停滞させるが26、数年を経て経営が軌道
にのる、または、TOR設立から一定期間が
経過し、十分に受け入れ体制が整った後
で入居した企業の方がすぐに黒字化を達
成しやすい、といった説明が考えられる。こ
のようなプロセスが実際に機能するかにつ
いては、より慎重かつ綿密な分析が必要
である。

経営の黒字化という観点から見た場
合、特区制度は少なくとも代表的企業の活
動に負の影響を与えているとは言えない
が、優遇制度の無い状況と比べて経営が
改善しているとも言えない。それぞれの特
区が、大型投資や雇用創出を生み出すほ
ど影響力が大きく、代表的企業となりうるよ
うな事業を今後も新規に誘致できるほど魅
力的であり、大きな便益をもたらしているか、
ということについて、現時点で判断すること
は難しい。その一方で、それ以外の企業、

中小企業にとっては、今のところ特区制度
は経営状況を安定化させるような十分な
便益をもたらしているとは言い難い。

続いて、入居企業の粗利率（Gross 
Margin Ratio）と総資産利益率（Return 
on Assets）をTOR別に見ていく。これらの
指標は、企業の財務分析や業務実績の
評価に頻繁に用いられている。商品の原
価を上回る売上高の比率として計算され
る粗利率は、TOR入居企業による生産・
販売活動の効率性を評価する指標とな
る。総資産利益率は、企業活動における
資産の利用の効率性を評価する指標とな

る。総資産利益率は、総資産に対する経
常利益の比率として計算される。経常利
益は、粗利からさらに一般管理費を除い
た営業利益に、企業のその他の事業から
得られる所得を追加し、その他の費用や
税の支払い等を除いた純利益（Chistaia 
pribyl’ (ubytok)）である。このように粗利
率と総資産収益率は内容が異なるため、
符号が反対になる場合もある。

図4では、TOR内の企業の状況が分か
るように、箱ひげ図を用いて粗利率を示し
た。この図では、TORごとに入居企業の
粗利率の最大値・最小値・四分位値・中央

26 この準備期間中に、極東開発公社が提供すべきインフラが十分に整備されず、稼働に遅れが生じる事例や特区からの撤退に至る事例がある（新井・志田、2019；2020）。

沿海地方（2015年、67社） 沿海地方（2016年、22社） 沿海地方（2015年、18社）

ハバロフスク地方（2015年、46社） ハバロフスク地方（2015年、31社） ハバロフスク地方（2017年、6社）

サハリン州（2016年、24社） サハリン州（2016年、7社） サハリン州（2017年、3社）

アムール州（2015年、9社） アムール州（2015年、9社） アムール州（2017年、7社）

カムチャツカ地方（2015年、88社） チュコト自治管区（2015年、30社） ザバイカル地方（2019年、12社）

サハ共和国（2015年、23社） サハ共和国（2016年、14社） ユダヤ自治州（2016年、3社）

図4　TOR別の入居企業の粗利率　※連邦構成主体（TOR設置年、財務データ数）

出所：財務データに基づき筆者作成
注：粗利率は、売上高（Vyruchka）に対する粗利＝売上総利益（Valovaia pribyl' (ubytok)）の比率を計算している。財
務分析の対象から退出企業と各 TOR の代表的企業を除外している。 
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値が示されている（外れ値を除外）。ここで
は、退出企業と代表的企業を除外し、その
他の入居企業のみを分析対象としている
点に注意しておく。上述の通り、中小企業
一般の収益性について検討を行うことを
意図しているためである（図中のカッコ内
の数値は、分析に含まれている入居企業
数である）。なお、財務データが得られない

「ネフテヒミチェスキー」と「ブリヤーチア」、
入居企業が1社であるためデータにばらつ
きがない「スタリッツァ・アルクチカ」は除外
し、18カ所のTORに関してのみ分析結果
を示した。

この図によってTORごとの粗利率の差
がはっきりと示された。沿海地方「ナデジジ
ンスカヤ」の多くの企業は粗利率がゼロで
ある。これは売上高自体がゼロであるため
である。2019年を取り上げると、財務デー
タが得られる61社中43社（70.5％）は、売
上高の記載がゼロ（または、1000ルーブ
ル未満）であり、このTORに入居した新
設企業の多くは稼働を開始する段階に
至っていないと考えられる。同様に、サハ
リン州の「ゴルヌイ・ボズドフ」も21社中12社
（57.1％）の売上高（2019年）の記載がゼ
ロである。沿海地方の「ニコラエフク」の状
況はさらに悪く、入居企業が7社と少ない
が、そのうちの3社が大きな損失を計上して
いる（粗利率が－160％～－10％）。

一方で、「ボリショイ・カメニ」のように、赤
字企業もいるが、入居企業の多くがプラス
の粗利率を計上しているTORも存在する

（粗利率の中央値が6～12％の間で推移
した）。ハバロフスク地方の「ハバロフスク」
と「コムソモリスク」、カムチャツカ地方の「カ
ムチャツカ」、チュコト自治管区の「チュコト」
も業績が良いTORとして評価できるだろ
う。さらに、サハ共和国（ヤクーチア）の「ユ
ジナヤ・ヤクーチア」の粗利率（2019年）は
平均で27.9％、中央値で21.3％であり、極
東TORにおいて最も高い。
「ナデジジンスカヤ」、「ハバロフスク」、

「コムソモリスク」は製造業が主要部門で
あり、「カムチャツカ」と「ゴルヌイ・ボズドフ」
はともに観光業を重視し、「ボリショイ・カメ
ニ」と「ニコラエフスク」には造船業の企業
が入居している。これらのTORには入居
企業の産業部門分類において共通性が
ある。しかし、入居企業の財務状態に関す

るTORごとの差は大きい。入居企業の主
要活動部門を制御した粗利率の比較分
析は別稿の課題とする。

総資産利益率（ROA）についても見て
いこう（図5）。ここでも、退出企業と代表的
企業を除いたその他の入居企業に関し
てのみ、TORごとのROAの推移を箱ひげ
図にプロットした（外れ値を除外）。ROAの
計算に用いられる経常利益は、営業外収
益を含む税引き後の利益である。そのた
め、営業外収益がないTOR入居企業の
場合、経常利益は粗利や営業利益を下
回る。本稿のデータベースでは、2019年財
務報告のうち、経常利益が営業利益を上
回った企業は401社中87社（21.7％）であ

り、経常利益が粗利を上回った企業は49
社（12.2％）に過ぎない。今のところ、大部
分の入居企業はTOR内で生産した財・
サービスのみに依存した経営を行っている
と解釈できるだろう。

図5がはっきりと示すように、ROAからみ
た入居企業の経営状況に関しても、TOR
間に大きな差がある。極東TORで粗利率
が最も高かった「ユジナヤ・ヤクーチア」の
ROAは平均22.0％、中央値8.9％、第3四
分位40.7％であり、収益性が最も高いTOR
として評価できる。このTORには鉱物資
源の採掘や製造業の企業が入居してい
る。また、「コムソモリスク」、「カムチャツカ」、
「チュコト」も粗利率と同様に半数程度の

沿海地方（2015年、67社） 沿海地方（2016年、22社） 沿海地方（2015年、18社）

ハバロフスク地方（2015年、46社） ハバロフスク地方（2015年、31社） ハバロフスク地方（2017年、6社）

サハリン州（2016年、24社） サハリン州（2016年、7社） サハリン州（2017年、3社）

アムール州（2015年、9社） アムール州（2015年、9社） アムール州（2017年、7社）

カムチャツカ地方（2015年、88社） チュコト自治管区（2015年、30社） ザバイカル地方（2019年、12社）

サハ共和国（2015年、23社） サハ共和国（2016年、14社） ユダヤ自治州（2016年、3社）

図5　TOR別の入居企業の総資産利益率　※連邦構成主体（TOR設置年、財務データ数）

出所：財務データに基づき筆者作成
注：総資産利益率は、総資産（Balans (aktiv)）に対する経常利益（Chistoia pribyl' (ubytok)）の比率を計算している。
財務分析の対象から退出企業と各 TOR の代表的企業を除外している。 
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入居企業がプラスのROAを記録してい
る。以上の3つのTORでは、ROAの中央
値はゼロにあり、第3四分位のROAは、そ
れぞれ3.8％、5.7％、14.9％となっている。ロ
シアの中小企業のROAの平均（2018年）
は、中企業が6.1％、小企業が6.8％、零細
企業が7.1％であった（SME, 2019, p. 56）。
したがって、極東TORの中で収益性が比
較的高いTORの入居企業であっても、ロ
シアの平均的な企業と比べて、経営がより
良い状況にあるとは言えない点に注意を
促したい。

入居企業のROAが低いTORとして評
価されるのは、「ザバイカリエ」、「アムーロ・
ヒンガンスカヤ」、「ゴルヌイ・ボズドフ」、「プ
リアムールスカヤ」、「ニコラエフスク」であ
る。驚くべきことに、極東の経済的な中心を
担う沿海地方およびハバロフスク地方にあ
り、そこで最も多くの企業を誘致することに
成功している「ナデジジンスカヤ」や「ハバ
ロフスク」の2ヵ所のTORにおいても、入居
企業のROAは低かった。「ボリショイ・カメ
ニ」に関しては、高い粗利率を達成してい
るにもかかわらず、ROAの中央値と平均
値は負の値かゼロ近辺に低下している状
況を見て取れる。

入居企業の財務状況から見ると、TOR
制度の事業実績は次のように特徴づけら
れる。第1に、極東TORの入居企業の経
営状況はロシア平均と比較すると良好で
あるとは言えない。このことは、代表的企業
を除いたその他の企業の黒字率の低さに
おいて顕著である。第2に、粗利率とROA
に基づき収益性を評価すると、成功してい
るTORと失敗しているTORの間の差が
顕著に表れる。売上高が大きく、入居企業
数が多い「ナデジジンスカヤ」のようなTOR
であっても収益性が低く、実際に稼働して
いると見なせる企業が少ないケースがあ
る。その一方で、入居企業数が比較的少
ないTORであっても、その多くが高い収益
性を達成している「ユジナヤ・ヤクーチア」
のようなケースもある。入居企業数と収益
性は必ずしも正比例の関係にない可能性
がある、換言すれば、高い収益が期待でき
るTORに多く企業が入居するという関係
が必ずしも成立するとは限らない。無論、
多数の企業が入居することで、TOR内の
競争が激化し、収益性が悪化するという

可能性も考慮する必要があるが、このよう
な関係性の分析の際には、本稿で取り上
げていない変数を考慮する必要があるた
め、結論を保留する。

４．�極東TORの特徴と発展性に
関する暫定的な評価

本節では、第2節におけるTOR への
企業の入居の動向と、第3節における入
居企業の財務状況の分析を統合する形
で、各 TOR の特徴を整理し類型を与
え、比較を試みたい。ここでの評価はあ
くまでも暫定的なものである。この試みで
は、2つの代理指標を取り上げる。1つは、
TOR における中小企業の活動の活発さ
である。これは、表4で取り上げた売上高
に占める代表的企業以外の入居企業の
シェア（2019年）によって評価される中小
企業のプレゼンスの大きさである。TOR
が1社または少数の大手企業による支配
的な産業構造の下で運営されているの
か、それ以外の中小企業の存在が重要
であるかを評価することを意図している。
TOR における中小企業の活発さは、地
域経済における継続的かつ安定的な雇
用創出につながる。この意味で、地域開
発に寄与するというTOR 制度の趣旨に
適う。もう1つの指標は、代表的企業以
外のその他の企業＝中小企業の収益性
である。ここでは、2017－2019年各年の
ROA の中央値を平均した数値を用いた。
特区設立初期において、ほとんどの企業
が稼働状況にはなく、ROA がゼロかマイ
ナスとなる場合が多いため、稼働段階に
乗った／乗り始める直近の3年間の数値
を参照した。これらの2つの指標を用いて、
それぞれの TOR に、多くの中小企業を
誘致・集合し、かつ収益があがるような構
造や土壌があるか、将来的な発展の展
望があるかを検討していく。代表的企業
や大手企業の進出は大型の投資案件に
かかわっており、連邦中央だけではなく、
地方政府も大いに期待し、その誘致に尽
力するだろう。そのような企業がもたらす利
益は大きい。また、それは高付加価値か
つ輸出志向の産業基盤を極東地域に構
築するというTOR 制度の趣旨の1つに沿
うものである。しかし、同時に、そのような

企業が撤退した場合の影響も深刻となる
ことが予想される。さらに、大手企業の収
益は地元に残らず、中央に吸収されてしま
うことも懸念される。それに対して、地元
を基盤とし、また地元から生まれ出るような
中小企業が活発にかつ収益性のある活
動を展開できるような TOR は、地域経済
の発展に対しても安定的に寄与し、魅力
的な TORとして、持続的に新規入居企
業を誘致できる発展性のある特区として期
待できるのではないだろうか。

各 TOR の2変数の標準化した数値を
図6にプロットした。

入居する中小企業の活発さ＝プレゼンス
と収益性の高さの両面で良好な状態にあ
るのは「チュコト」である。この TOR は、
貴金属の採掘に関連した代表的企業の
ほかに、エネルギー、石炭、漁業、製造
業、農業部門の企業が入居し、多角的
に経営されている。2016年以降、毎年10
社以上の企業が新たに入居しており、「発
展中の TOR」や「発展性の高い TOR」
として位置づけられるだろう。収益性はよ
り低いが、この「チュコト」の近くに位置し
ているのは（標準化ユークリッド距離による
計測）、「コムソモリスク」と「スボボドヌイ」
である。これらの TOR では中小企業の
活動は相対的に活発である。「カムチャツ
カ」は収益性の点では、これらの2カ所の
TOR の中間に位置し、中小企業活動の
活発さの面では大きく上回る。その反対に、

「ユジナヤ」はより高い収益性を享受して
いるが、代表的企業による支配的な産業
構造を持つ TOR である。「ユジナヤ・ヤ
クーチア」は、さらにその傾向が強い。こ
れら2カ所の TOR が、今後、継続的に
新規企業を誘致することができ、中小企
業の活動が活発化すれば、「チュコト」と
同様に TORとしての発展を期待できる。

一方で、入居企業数が20～30社強の
中規模の TOR において収益性の高い企
業が集中する傾向が見られる。「ヤクー
チア」、「ハバロフスク」、「ゴルヌイ・ボズド
フ」は近い位置にあるが、多くの入居企
業にとって収益性がマイナスになっている
点が、上記の発展中の TORとは異なる。

「ミハイロフスキー」の収益性はそれよりも
低い。

以上の TORと対照的な位置にあるの
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が、サハリン州の「クリール」、「アムーロ・
ヒンガンスカヤ」、「ボリショイ・カメニ」、「ニ
コラエフスク」である。前2者は、そもそも
入居企業数が少ないため、TOR の1社
支配体制がより強く、それ以外の企業の
収益性も低い。極東地域のなかでも辺境
地や周辺地であり、人口が少ない、という
地理的な特性のために、地元市場を志向
する中小企業の活動の成立は難しいかも
しれない。港湾に面しているが、2015年
まで閉鎖都市であった「ボリショイ・カメニ」
では、主要産業である造船業が TOR に
おいても産業の中心かつ支配的な位置を
占め、それ以外の収益性が低い27。「ニ
コラエフスク」もまた入居企業数が少なく、
少数の大手企業が支配的な TOR であ
り、代表的企業以外の企業の収益性がさ
らに低い。「ニコラエフスク」はその他企
業の収益性が特に低いことが影響して、
標準化ユークリッド距離で計測した場合、

「発展性の高い」「チュコト」から最も対
極にあるTORと位置づけられる。同じ
ハバロフスク地方であっても「コムソモリス
ク」と「ニコラエフスク」では、また同じサ
ハリン州の「ユジナヤ」と「クリール」では
TOR の発展の展望における差は大きい。

大手企業が支配的であり、その他の企業
の収益性が低いTORは、中小企業にとっ
て「発展性が乏しい TOR」という特徴が
あり、中小企業活動の活性化を通した地
域経済の発展への期待が持てない。無
論、TOR による優遇制度は既存の大手
企業にとっては有益である。「ベロゴルス
ク」もまた、1社支配的な構造があり、そ
れ以外の企業の収益性はマイナスである
ため、このカテゴリーに近い TORとして
位置づけられる。

図にプロットした TOR の中でも、入居
企業数が少ない TOR や、TOR 設立後
に財務データが得られる期間が短い「プリ
アムールスカヤ」や「ザバイカリエ」は評価
が難しい。

最後に「ナデジジンスカヤ」の特徴につ
いて考えよう。この TOR は、極東地域に
おいて入居企業数が多く、その伸びも大
きい、また、売上高も大きい。このような観
点から見ると、「ナデジジンスカヤ」は本来
的には有望な TORとして評価されるはず
である。しかし、マツダソラーズマヌファクトゥ
リングルースのプレゼンスが過度に大きく、
それ以外の企業の活動状況までも過大に
評価してしまっている点に注意が必要であ

る。実際には、図4と図5に示したように、
多くの入居企業の活動がプラスの売上高
を計上する段階にまで至っていなく、収益
性が低い、または赤字の財務状況にある。
これまでのところ、極東 TOR から退出し
た企業は56社であるが、そのうち13社は

「ナデジジンスカヤ」である。この TORよ
りも入居企業数が多い「カムチャツカ」で
は、退出企業は6社にとどまっている。「ナ
デジジンスカヤ」は、中小企業の活動の
活性化を促進するという意味では、「低
迷しているTOR」として特徴づけられる。
今後は、入居企業数の推移だけではなく、
収益性の低さに伴うTOR からの退出が
どの程度増えていくかについても注視する
必要があり、政策の面では入居企業の収
益性をどのようにして改善していくかが問
われる。

５．おわりに

プーチン政権は、極東地域をアジア太
平洋市場への「ゲートウェイ」と位置づけ、
その開発にきわめて熱心に取り組んでい
る。極東地域開発を重視する姿勢は、そ
れを専門とする極東開発省の設立にも表
れている。そして、地域開発を実現する
政策ツールとして、2010年代中盤に極東
地域を対象とする新しい特区制度が導入
された。それから現在までに5年が経過し、
TORとSPV には合計で2000社を超える
企業が入居している。この実績は、過去
および現存する他の特区制度の実績を大
きく上回るものである。

しかし、このことがすぐに極東特区制度
の政策的有効性の証明につながるわけで
はない。ロシアにおける特区政策の長い
歴史は、これまでに様 な々形で実施された
特区政策の多くが失敗に終わったことを示
しているからである。1990年代の自由貿
易区の失敗、2005年新法制の下で設立
された OEZ の3分の1の廃止と新規設立
の停止や OEZ に対する会計検査院の厳
しい批判、構想のみがあり実現に至って
いない ZTR など、特区の新設と廃止が
何度も行われてきた。また、これらの特区

27 ソ連自体の単一産業都市では、住宅、サービス、娯楽、余暇施設といったものまで、中核となる企業によって供給されていたが、ソ連崩壊後に、そのほとんどが民間や
地方政府に移転された。しかし、中核企業が都市の発展に影響を与え続けている（Gurkov et al., 2020）。
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図6　入居する中小企業の周期性と活動の活発さかによる各TORの位置づけ

出所：財務データに基づき筆者作成
注：ｘ軸「中小企業の活動の活発さ」は、2019年における各 TOR の売上高総計に占める非代表的企業の構成比率で
ある：100－代表的企業の売上高のシェア（表4）として計算した。y 軸の「入居企業の収益性」は、退去企業と代表的
企業を除く入居企業に関して、2017－2019年の総資産収益率（ROA）の中央値を平均化した数値である。これら2
つの変数の標準化した数値をプロットしている。
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制度では、同じような制度的問題が繰り返
し生じている。これらの特区制度は極東
地域においても試され、失敗に終わったと
いう経緯がある。

極東で実施中の「新型」特区は、度重
なる失敗の試みにも関わらず、改めて導
入された制度である。そうであるからこそ、
この新制度の実施とプーチン大統領の熱
心な姿勢は大きな期待を呼ぶと同時に、
当然ながら、過去の経験を踏まえて、そ
の有効性に対する懸念を呼んでいる。とり
わけ、財政によるインフラ整備や土地の提
供など巨額の資金が投入されるTOR に
対しては、経済合理性や費用対効果から
厳しい評価の目が向けられて当然である。
はたして、極東TORは地域開発政策ツー
ルとして有効に機能するのだろうか？

このような背景を踏まえて、本稿では、
極東 TOR の初期段階における政策の評
価を試みた。先行研究の多くは主に制度
や個別案件の紹介や分析といった質的な
分析を行っており、量的なデータ分析が十
分であるとは言えない。本稿は、実際の
入居企業の活動状況やそれが地域経済
の発展に与える影響についての理解を深
めるために、これまで十分に利用されてい
ない企業レベルのデータを収集し、極東
特区の政策効果にオルタナティブな評価
を与えようとしている。特区政策が有効で
あるということは、特区入居企業の活動が
活発であることと表裏一体であると考えら
れる。そのような環境が特区に備わってい
れば、より多くの企業が特区に入居し、そ
こで投資や雇用の創出が行われ、それが
地域経済発展を促進することにつながる。
そこで、TOR においてどのような企業がど
のように活動しているか、その結果どのよう
な特徴の TOR が出来上がったかを検証
することを本稿の課題に設定した。

本稿の分析は、極東特区制度の現状
に関して、先行研究の理解を補強し、ま
たこれまで十分に認識されていなかった事
実の明確化につながった。それは以下の
点に整理できる。

第1に、極東特区の入居企業数は増
加し続けており、現在までの撤退企業数
は少ない。この点で、特区への企業の新
規誘致は順調に進展している。しかし、こ
れはすべての特区区域に当てはまるので

はなく、一部の特区に帰する。実際に、
多数の企業を継続して誘致している特区
は、「ナデジジンスカヤ」、「カムチャツカ」、

「チュコト」といった TORと、ウラジオスト
ク市 SPV に限られ、入居企業の地理的
な偏在性が著しい。これら以外の特区は、
中小規模の TOR であり、その中には、
特区設立初期にしか企業が入居しておら
ず、今後の継続的な企業誘致の展望が
極めて小さい TORも存在する。入居企
業数で見た特区の発展の展望は、TOR
や地域ごとに大きな格差が生じている。

第2に、TORレベルでは、大手企業と
それ以外の企業との間で経済活動の格
差が顕著である。各 TOR の売上高の過
半数を生み出す「代表的企業」は1社ま
たは少数であり、これらの大手企業の活
動は TOR 全体の展望を左右する。この
ことは、入居企業数だけではなく、売上
高で見た経済活動の活発さにも、地理的
な偏在性があることを示唆している。2019
年において、このような代表的企業は29
社存在し、それらが極東 TOR の7割強
の売上高を生み出し、トップ6社だけでも
売上高のほぼ半分を生み出した。TOR
設立は、有望な大型投資家との契約を前
提としているが、このような大手企業の重
要性が財務データからも確認できる。他方
で、2019年時点で売上高ゼロ、すなわち
稼働段階に至っていない企業の比率は4
割にも及び、中小企業の活動は非常に不
活発であるということが示された。

第3に、上記の点と関連して、代表的
企業以外の中小企業の経営状況はロシ
アの平均的な水準と比較しても良好では
ない。TOR 企業の黒字率は6割程度で
あり、ロシア平均の8割を大きく下回る。こ
の黒字率の低さは、代表的企業を除いた
その他の企業において特に顕著である。
経営への影響という点において、特区は
大手企業に対しては少なくとも負の効果を
及ぼしているとは言えない。それと同時に、
中小企業に対しては正の効果を与えてい
るわけではないという可能性がある。

第4に、代表的企業を除いた一般的
な入居企業の粗利率や総資産利益率

（ROA）を TORごとに比較することで、
収益性の高い TORとそうではない TOR
の差が明らかになった。売上高が大きく、

入居企業数が多い「ナデジジンスカヤ」の
ような TOR であっても、実際に稼働して
いる企業が少なく、収益性が低い TOR
がある一方で、入居企業の多くがプラス
の収益を生み出している「ユジナヤ・ヤクー
チア」のような中規模や小規模の TOR が
存在する。今のところ、TOR における企
業の入居数と収益性は必ずしも正比例の
関係にあるとは言えない。以上の事実発
見は、入居数のみに基づくTOR の実績
評価は不十分であり、入居企業の財務分
析の重要性を強く示唆している。

第5に、以上の分析を踏まえて、地域
経済の発展に安定的かつ大きく寄与しう
る中小企業の活動の活性化という点で、
「発展中または発展の展望がある」TOR
と「発展性が乏しい」TOR、またその中
間に位置するTORを大別した。発展の
展望があるTORに分類されるのは、「チュ
コト」、「カムチャツカ」、「コムソモリスク」、
「スボボドヌイ」である。これらの TOR で
は、代表的企業以外の中小企業の売上
も大きく、その活動は活発であり、収益
性も比較的高い。対照的に、「クリール」、

「アムーロ・ヒンガンスカヤ」、「ボリショイ・カ
メニ」、「ニコラエフスク」は、代表的企業
のプレゼンスが過度に大きく、それ以外の
企業の収益性が低いため、中小企業の
活動の活性化という意味で、発展性が乏
しい TOR に分類される。これらの TOR
は、極東地域の中でも辺境にあるため、
地元市場を志向するような企業の誘致が
難しく、TOR 設立の前提となった特定の
有望投資家以外にとっては、魅力が大きく
ない可能性がある。極東地域でも特に入
居企業数が多く、その伸びも著しい、また
売上高でみた経済活動が最も活発である

「ナデジジンスカヤ」は、マツダソラーズマ
ヌファクトゥリングルースが売上高の9割強
を占め、それ以外の企業の7割は売上高
ゼロの未稼働企業である。退出企業数も
極東特区で最も多いため、この特区の政
策的な効果の評価について特に注意が
必要である。

以上の初期段階における特区政策の
暫定的な評価を踏まえて、改めて問いを発
したい。はたして、今後も極東特区は企
業を誘致しつづけることができるだろうか？
入居企業は地域経済の発展に貢献でき
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るのだろうか？この評価のためには、さらに
10年以上の時間を要するだろう。他方で、
より短期的には前提条件の変化を考慮す
る必要が生じている。2020年に始まった
新型コロナウイルス感染症の世界的流行
はロシア経済にも大きな影響を与え、国内・
国際両面の経済環境を大きく変化させて
いる。ロックダウンの結果、多くの中小企
業が苦境に陥っている。ロシア政府はコロ
ナショックに対して中小企業がもっとも脆弱
であるとして対策を打ち出した28。この状
況が長引けば、東方シフトや極東開発に
関する国家政策の方針にも影響が生じる
可能性は容易には否定できない。また、ア
ジア太平洋市場への「ゲートウェイ」であ
る極東地域の対外的な封鎖は、地元の

企業にも小さくない影響を与える。これは、
まさに極東特区の新興中小企業に関わる
問題であると言えよう。コロナショックによる
国内・国際的な「自主隔離」は、極東に
輸出基地を創設するというTOR や SPV
の本来的な目的に対立する状況を生み出
しうるのである。

Kuznetsov and Kuznetsova（2020）
によれば、成功した OEZ の背景には、ロ
シア国内の消費財市場を志向する外資
企業の進出があったという。ロシア極東特
区における外資企業の数はいまだに少なく

（菅沼・志田、2019）、成功した OEZを
支える地理的な前提条件もない。人口が
少なく、また減少しつつあり、さらに散在し
ている極東地域において、特区制度は、

ローカル市場を志向する企業をどの程度
誘致できるのだろうか。ここでも改めて極
東地域の開発の難しさに直面することにな
る。

本稿では、入居企業台帳と財務データ
という2種類のデータを活用し、企業レベ
ルのアプローチによって極東特区の政策
的効果の評価に接近しようとした。ここで
用いた方法は極めて初歩的なものであり、
そこから導き出された評価は暫定的なもの
にとどまる。地域や産業部門、企業年齢、
資本金など様 な々要因を制御したうえで、
TORごとの入居企業の収益性の差の有
無やそれを決定する要因などについて、よ
り精緻な分析が必要となる。

28 経済対策でも中小企業支援は中心的な課題となっている。経済発展省ウェブサイト：https://economy.gov.ru/material/news/ekonomika_bez_virusa/；http://covid.economy.
gov.ru/。
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